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【要旨】 

 
1. 急変する経営環境への対応として、企業は研究開発を重視している。企業の研究開発
における近年の特徴として社外支出研究開発費の急増など社外資源活用の活発化が挙

げられる。 
 
2. 社外資源活用の活発化は、新製品開発のスピードアップ、技術獲得を主目的としてい
る。その背景には、企業の利益確保手段が、従来の生産設備や生産ノウハウの保有・

管理や販売・サービス網の保有・管理から、特許による（製品・技術）保護や製品の

先行的な市場化競争にシフトしたことがある。ただしここ５年及び将来に向けて、電

気機械や精密機械のように利益確保手段が大きく変化した産業と、自動車や医薬品産

業のようにあまり変化しない産業とに 2極化していることには留意する必要がある。 
 
3. 利益確保手段が急変した電機や精密機械産業の特徴は、製品のモデルチェンジ期間が
大幅に短縮化したことである。その背景には両産業とも通信電子計測分野に研究開発

費を多額に投じていることがある。通信電子計測分野は日本の研究開発費が最も投じ

られている分野であり、この分野における技術開発が他分野以上に急速に進み、モデ

ルチェンジ期間が短縮され、製品開発スピード競争が進み、社外資源活用が活発化し

ている。 
 
4. 社外資源活用に関して企業はほぼ期待通りの成果をあげ、将来に向けても社外資源活
用が増加する傾向が見て取れる。社外資源活用における問題は、従来の自前主義を前

提とした体制や姿勢からの転換が進んでいないため、必要な社外技術を見出し獲得す

るマネジメント力やその評価力不足、組織不足、社外技術の吸収能力不足などである。

また社外資源活用の経験が浅い化学や機械産業において、「社外資源活用の重要性を感

じたがやらなかった」という回答が比較的多いなど、産業別の差が見られる。 
 
5. 今後の企業研究開発部門の動向を見ると、より社外に開かれ社外との協業が進むが、
研究所機能が個別企業から分離独立し水平分業的になるという予測は少ない。どちら

かというと研究者の兼業が進み、タスクフォース的に社外と協業するという姿が想定

されている。 
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Ⅲ．企業における研究開発の社外資源活用の成果と今後の動向及び課題 
１．研究開発における社外資源活用の成果 
 当アンケート調査では、現在主要製品に対して行った研究開発の社外資源活用に関して、

自社ですべて行った場合に比べて、成果をどのように判断しているかについて、研究フェ

ーズと開発フェーズに分けて尋ねた。その結果、意識改革や標準化を目的とした社外資源

活用以外では、おおむね研究フェーズでも開発フェーズでも「期待通り」とする評価が多

い。意識改革と標準化とを目的としたものでは「成果を判断できない」とする回答が多か

った。研究フェーズと開発フェーズでは、研究開発のスピードアップを目的とした場合で、

研究フェーズで｢期待以下｣とする回答が開発フェーズよりもかなり多くみられた。スピー

ドが上がらないことに研究フェーズでの問題点がある。しかしこれ以外は両フェーズで違

いがほとんどないので、図表Ⅲ－１に開発フェーズにおける結果のみを示す。 
   

図表Ⅲ－１  社外資源活用の成果認識（開発、現在） 
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２．研究開発における社外資源活用の今後の動向 
 現在主要製品と将来主要製品に関して、各種社外資源活用のケースにおいて、「積極的に

実施した」とする企業数を調べた。研究フェーズと開発フェーズとの違いを見ると、試験

研究委託、VB 買収出資、１-２社との共同研究、コンソーシャムでは開発フェーズにおい
て積極的に実施するという回答が多く、研究委託では研究フェーズでの回答が多い等やや

違いはあるものの大きくは違わない。開発フェーズに関しその結果を見たのが図表Ⅲ－２

である。すべての社外資源活用において、現在主要製品より将来主要製品の方で積極的に

実施したケースが増加している。このことから、今後も社外資源活用は増加するものと推

察される。 
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図表Ⅲ―２ 社外資源活用を積極的に実施すると回答した企業数（開発） 
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では今後の企業の研究開発に関して、社外資源活用は具体的にどの程度増加するであろ

うか。アンケートでは、現在主要製品と将来主要製品に関して、社外資源活用では最低こ

の程度は活用しないといけないとする基準(値)が存在するかどうかを、研究フェーズと開発
フェーズとに分けて尋ねた。その結果、研究・開発フェーズ、現在・将来主要製品の区別

なく、基準(値)ありとする企業は３～５社と極く少数にとどまっている。今後基準(値)を作
る意思については、「あり」が７社、「無い」が 34 社に対し｢未定｣とする企業が 50 社存在
する。この 50社の動向が注目される。 
 
３．研究開発における社外資源活用の課題 
 今後、基準（値）までを持つようになるかどうかは未定だが、研究開発の社外資源活用

は増加する傾向にある。では社外資源活用にかかる課題としてはどのようなものがあるだ

ろうか。 
 アンケートでは、現在主要製品にかかる研究開発で、各種の社外資源活用に関して、｢積

極的に実施した｣、「試行的に実施した」、｢重要性を感じたがやらなかった｣、「重要性を感

じず、やらなかった」に分けて回答を依頼した。その結果、｢重要性を感じたがやらなかっ

た｣という企業が、研究，開発フェーズとも、VB 買収出資やコンソーシャム型社外資源活
用などのケースを中心に 10～20社程度見られた。これを業種別でみると、研究フェーズで
は試験検査委託、研究成果の購入、１－２社程度との共同研究、コンソーシャム型共同研

究でいずれも機械産業が最も割合が高くなっている。開発フェーズでは比較的化学産業で

の割合が高くなっている。これらの産業において研究開発の社外資源活用に関して特に課

題が存在しているとみなせる。 
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図表Ⅲ―３ 社外資源活用の各手段に対するスタンス（現在､開発） 
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図表Ⅲ－４ 「重要だがやれなかった」企業の割合（研究、現在） 
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図表Ⅲ―５ 「重要だがやれなかった」企業の割合（開発、現在） 
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 またアンケートでは、現在主要製品と将来主要製品の場合、研究フェーズと開発フェー

ズとに分けて、研究開発の社外資源活用における問題点について尋ねている。回答結果で

は研究フェーズと開発フェーズとの間では大きな相違は見られなかったので、開発フェー

ズに関して記載する。 
  

図表Ⅲ－６ 社外資源活用における問題点 

  

0

10

20

30

40

50

60

社
外
技
術
発
見
力
不
足

仲
介
機
能
不
足

吸
収
能
力
不
足

自
社
魅
力
的
技
術
不
足

社
外
活
用
重
要
度
認
識
不
足

費
用
対
効
果
低
い

自
社
弱
体
化
懸
念

大
学
の
積
極
姿
勢
不
足

大
学
成
果
活
用
難

現在

将来

回答企業数

資料：今回アンケート調査より作成

 

 
現在主要製品の開発フェーズにおいて最も大きな問題点は｢必要な社外技術を見出し、獲

得するマネジメント力や組織不足｣であった。従来自前主義で研究開発を行ってきた結果、

社外技術に関する監視や獲得ノウハウの開拓は必要性が低かったためである。次いで大き

いのは、「大学や公的研究機関との共同研究での成果が活用しにくい」ことである。成果の

特許に関する専用実施権が得られないことなどに対する指摘である。｢社外技術活用の重要

性に関する社内の認識不足｣も大きな問題点として指摘されている。従来、｢社外との共同

研究開発は、成功すればするほど社内での評価が悪くなる。なぜ自社のみで研究開発を行

い、成果を独占しなかったのかという批判が必ず強まる｣という意見があったが、現在でも

このような雰囲気が企業に残っているといえる。また社外の技術の吸収能力不足も問題点

として上げられる重要項目である。 
 将来主要製品にかかる研究開発に関して第一にあげられたのは、現在主要製品の場合と

同じく｢必要な社外技術を見出し、獲得するマネジメント力や組織不足｣であり、現在主要

製品の場合よりむしろ増加している。すでに見たように、研究開発の社外資源活用の目的

はスピードの確保である。変化が激しい中、最適な相手の資源を活用するためには、社外
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資源の評価能力がより強く求められるようになってきている。しかしその能力はまだ獲得

されていないようである。ついで「獲得した社外技術を吸収できる自社研究開発能力不足」

が挙げられている。実際に社外資源活用が進んだ段階では、このような能力が不可欠にな

る。日本では終戦後は、海外からの導入技術を吸収する企業の能力の優越性が高度成長を

実現させた要因の一つとされてきた。しかし近年必要とされる技術が異業種の技術であっ

たり技術の変化が速いため、さらには自前主義が主となったため、社外技術の吸収能力が

劣化しているものと考えられる。さらに「社外の適切な相手先を探す仕組み、仲介機関不

足」も問題点として認識されている。優れた社外技術を自社のみで見出すには能力不足で

あり、社外に求めたいが、技術の市場化がまだ進んでいないため、仲介機関が未発達な状

況にある。「自社内で技術蓄積が行いにくくなり、研究開発能力の弱体化懸念」も問題点と

して指摘されている。しかし実際のマクロ統計に示したように、社外支出研究開発費と自

社負担研究開発費とは代替的というよりは補完的であり、社外支出分の伸びと自社負担分

の伸びは正の相関関係を示している。両者があいまって増加しているのが実態であり、む

しろ社外技術を吸収する能力を高めることは自社技術能力を高める重要な要素と考えられ、

フロー型を前提とした自社研究開発能力の評価重視にシフトすべきと考える。「大学や公的

研究機関との共同研究での成果活用がしにくい」という指摘は、制度改正により、現在主

要製品の研究開発時より減少した。しかし逆に｢大学や公的研究機関に、外部協力への積極

姿勢不足｣を指摘する回答が増加している。これは科学技術基本法の成立以降、国の研究開

発費が増額され、大学や公的研究機関で使用できる資金が増加し、民間企業との協力姿勢

が弱まったためという指摘がある。 
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Ⅳ．企業における研究開発部門の今後と国に望む支援 
１．企業研究開発部門の今後 
 これまで企業における研究開発活動の社外資源活用が、いくつか問題を抱えながらも今

後増加する方向にあることを見た。このような動向を背景に、今後企業の研究開発部門や

研究者の位置づけはどのように変わるのだろうか。アンケートでは４つの選択肢、すなわ

ち「(研究所は)垂直統合的に企業内バリューチェーンの一部として留まり、積極的に社外に
開かれたものにはならない」、「(研究所は)基本的には垂直統合的に企業内バリューチェーン
の一部として留まるが、従来よりは社外に開かれ、より社外との共同研究、開発や受託設

計サービスが増加する」、｢(研究所は)独立的な研究開発専門会社、コンセプト開発専門会社
などに変わってゆく｣、「社内研究者の兼業許可が進み、タスクフォース的な社外との協業

が進む」の中から該当するものを複数選んでもらった。その結果を図表Ⅳ―１に示した。 
 

図表Ⅳ―１ 将来における企業の研究開発部門の姿 
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研究フェーズでも開発フェーズでも、より社外との協業が増加する方向に向かうという

回答が多かった。独立性を高めた研究所に変わってゆくという、いわゆる水平分業的な方

向は、まだ研究開発部門に関してはごく少数であり、企業として社内に垂直統合的に残る

部門とみなされている。また社内研究者の兼業許可が進み、タスクフォース的な社外との

協業が進むとの答えも 20社程度見られた。企業の研究開発テーマと研究者のやりたいテー
マが常に一致しているとは限らない。経営環境の変化が激しい現在、企業の経営方針転換

に伴って、研究者が行いたいテーマが自社内では許可されない事態が発生する可能性は高

まっている。その場合、特にアメリカ企業では研究者の移籍が多く見られることを、かつ
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て日系在米企業の研究開発部門のヒアリングで聞いた経験がある。しかし日本企業では研

究者の移籍は一般的ではない。会社と研究者のテーマが合わない場合、日本全体としてみ

ると研究者という資源を有効活用できていないこととなり、非効率であると同時に不幸な

ことである。このため一気に転籍するのではなく兼業許可という形で次第に研究者の流動

性を増加させることが望ましいと思われ、徐々にその方向に向かいつつある。 
 将来の企業の研究開発部門の姿を産業別に見たのが図表Ⅳ－２である。産業的には化学

と機械産業において社外資源活用に消極的が積極的を上回っている。すでに述べたように、

化学と機械とは、重要性は感じたが社外資源活用ができなかったとする回答が比較的多い

産業であった。これらの産業でも利益確保手段の変化は大きく、製品モデルチェンジの期

間も短期化し、社外資源活用の要請は強い。この２つの産業は、今後社外資源活用のマネ

ジメント力を獲得してゆくことが重要と思われる。独立性を強めるという回答は各産業共

通して低かった。研究者の兼業化を許可し、タスクフォース的に実施するという回答が多

かったのは電機と精密機械で、モデルチェンジ期間が短くここ５年間の短縮率が大きい産

業に対応した動きである。 
 
 図表Ⅳ－２  産業別将来における企業の研究開発部門の姿 
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資料：今回アンケート調査より作成

 
 
 
２．国に望む支援 
 最後にアンケート調査では、研究開発活動で社外資源活用を行う場合、国にどのような

政策支援を期待するかを尋ねた。非常に期待するものとして研究開発投資減税の強化があ

げられている。しかし社外機関との仲介産業育成支援には否定的な回答が多かった。企業

が仲介機能を望んでいることは既述したが、国の支援を受けるものではなく、あくまでも

民間主導でなされるものとみなしていると解釈できる。 
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図表Ⅳ－３社外活用における国に望む政策支援 
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まとめ 
 以上、日本企業の研究開発活動における社外資源活用の実態をマクロ統計とアンケート

調査からみた。この結果、以下のことを提言したい。 
 まず、ニーズの多様化・急変化への対応として、研究開発活動の社外資源活用は必要で

ありかつ有効である。シーズ側もニーズ側の変化に対応してすばやく対応する必要があり、

そのために企業境界の枠を超えて研究開発資源を組み合わせることが不可欠である。社外

資源活用の重要性は、製品アーキテクチャー毎に、すなわち産業毎に異なる。より重要な

のは、製品のモデルチェンジ期間が短く短縮率も大きく時間コントロールが自社でできな

い電機や精密機械などである。自動車や医薬品の場合は、自動車では関連企業以外の異業

種との協業、医薬品では海外との協業など独自の課題を持っている。 
ただし社外資源活用をうまく行い、スピードと技術を獲得するだけでは利益を上げるう

えで十分とは言えない。最も社外資源活用に対応している電機産業の利益率は、社外資源

活用割合がより低い精密機械産業より一般に低い。社外資源活用プラス精密機械が得意の

技術の秘匿(ブラックボックス)を持つなどの工夫が利益確保面では必要になる。 
 社外資源活用の重要性は認識しつつも社外資源活用を活発に行えない、また今後も消極

姿勢が目立つ化学や機械産業は課題が多い。両産業においても研究開発のスピード獲得、

化学においては技術獲得も重要な課題で、社外資源活用の必要性は高い。これは社外資源

活用にまだ不慣れなことが原因となっている。適した社外技術の発見、獲得した社外技術

の吸収能力の向上、共同研究における功績評価など、これまでの自前主義を前提とした評

価システムから脱却する必要がある。社外資源活用能力確保に向けて、このようなやり方

に慣れた外国人技術担当部門長（CTO）の採用、技術経営（MOT）教育がより必要である。 
 将来的に企業内の閉ざされた研究開発型から、企業境界の枠を超えた研究資源を集めた

タスクフォース対応型への転換が徐々に進む。その場合、研究者の流動性が不可欠である。

アメリカ企業の場合には研究者の移籍や VBの買収などでそれは実現されるが、日本にはま
だその土壌は育っていない。日本ではとりあえず研究者の兼業を許可し、ゆるい形での流

動性確保から進める必要がありそうである。そのためには、研究者の能力が公的にわかり

やすくなるレーティングの制度化、守秘義務規定の明確化が必要になる。しかし次の段階

では研究者の転籍による流動化や VBの活用などがなされることが望ましい。 
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